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整理番号：農林水産省－９ 

 

令和６年度関税率・関税制度改正要望事項調査票（適用期限のある関税制度の延長） 

要望元：農産局果樹・茶グループ 

 

品名（関税率関係）又は

制度名（関税制度関係） 

＜品名＞ 

こんにゃく芋 

＜制度名＞ 

関税割当制度、特別緊急関税制度 

改正要望の内容 

 

○改正を要する法令及び条項 

関税暫定措置法第２条第１項、第７条の３第１項及び第７条の４第１項 

○具体的な内容 

「令和６年３月 31 日まで」又は「令和５年度まで」とされているものを１年間

延長する。 

税 番 
統計 

細分 
品     目 

改正前税率 改正後税率 ＷＴＯ 

譲許税率 
備  考 

基本 暫定 特恵 基本 暫定 特恵 

1212.99  

 

 

 

 

110 

その他のもの 

１こんにゃく芋（アモルフォフ

ァルス）（切り、乾燥し又は粉

状にしたものであるかないか

を問わない。） 

267ｔ（荒粉換算数量とし、

政令で定めるところにより換

算するものとする。）を基準と

し、当該年度における国内需要

見込数量から国内生産見込数

量を控除した数量、国際市況そ

の他の条件を勘案して政令で

定める数量以内のもの 

 

3,289

円 ／

kg 

 

 

 

 

 

40% 

 

× 

無税 

 

3,289

円 ／

kg 

 

 

 

 

 

40% 

 

× 

無税 

 

 

 

 

 

40％ 

 

改正要望内容の 

施行期日及び適用期間 

○ 施行期日 

  令和６年４月１日 

○ 適用期間 

令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

改正を要望する品目又

は制度をめぐる状況 

① 現状 

こんにゃく芋は、群馬県をはじめとした北関東の中山間地域等における主要な

農産物であり、こんにゃく芋を荒粉・精粉へ加工し、こんにゃく製造業者に販売

する加工業者とあいまって、地域経済における重要な役割を果たしている。 

 

② 問題点 

輸入品との内外価格差が２倍程度あり、関税割当制度により生産者を保護して

いるが、平成 19 年４月からＬＤＣ（後発開発国）に対する無税無枠措置の対象と
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なって以降、ミャンマー、ラオスからの輸入が急増。 

近年は、こんにゃく製品の消費低迷、国産品の生産が安定していることや国産

品に比べＬＤＣ産の品質が悪いこと等から、輸入量は大幅に減少したものの、輸

入品全体に占めるＬＤＣ産の割合は６割以上と大きい状況。 

改正の必要性と目的達

成の見通し 

① 改正の方向性 

国産品が安価な輸入品と対抗し得る充分な国際競争力を確保する必要がある。

これまで、生産性向上のための様々な取組が行われてきたが、依然として大きな

内外価格差（約２倍）が存在している。 

担い手への農地の集積により、一部で大規模農家の育成が進み、また、品種改

良による単収向上により生産性は向上しているが、更なる大規模農家の育成やコ

ストの低減等が必要となっており、現時点では充分な国際競争力を確保するには

至っていない。 

国産品が充分な国際競争力を確保していない現状では、関税割当制度や特別緊

急関税制度が維持されなければ、安価な輸入品が無制限に国内に輸入され、国内

生産者に重大な影響を及ぼすことが予想されることから、本制度の延長が必要で

ある。 

 

② 改正目的達成予定時期 

国産品が安価な輸入品と対抗し得る充分な国際競争力を確保するまで、本制度

を維持する必要がある。 

改正の効果と妥当性 ① 改正によって期待される効果 

本制度の維持により、需要者に対して安価な輸入品の供給を確保する一方、国

産品の需要を確保し国内生産者を保護することにより国際競争力を強化するこ

とができる。 

［令和４年度における適用実績（「減税額」は試算値）] 

・輸入実績：172,920kg、150 百万円 

・減税額：199 百万円 

  （枠内輸入量×枠外税率：従量税）－（枠内輸入金額×枠内税率：従価税） 

（税率） 

・枠外税率：2,796 円/kg、枠内税率：40％ 

・関税割当てを受けた者の数：３者 

（参考）国産品と輸入品との間に存在する内外価格差 

 国産品価格 輸入品価格 内外価格差 

令和２年度 1,815 円/kg 1,098 円/kg 1.7 倍 

令和３年度 1,890 円/kg 936 円/kg 2.0 倍 

令和４年度 1,975 円/kg 867 円/kg 2.3 倍 

資料：国産品価格：全国蒟蒻原料協同組合調べ、輸入品価格：財務省「貿易統計」 

注：会計年度（４月～翌年３月） 

 

② 改正によって生じうる影響 

特になし 
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③ 改正の妥当性 

一定数量の範囲内で需要者に対して安価な輸入品の供給を確保する一方、国産

品の需要を確保し国内生産者を保護することにより国際競争力を強化すること

ができることから、本制度の維持が適当である。 

政策評価・関連措置 ① 本要望に関連する政策評価 

 － 

 

② 当該政策評価の結果と改正の関係 

 － 

 

③ 政府方針と改正の関係 

食料・農業・農村基本法第２条第２項において、国民に対する食料の安定的な

供給については、「国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、これを輸入及び

備蓄とを適切に組み合わせて行わなければならない」とされている。 

一定数量の範囲内で低税率での需要者に対する輸入品の供給が確保されると

ともに、一定数量を超えた部分については、国内生産者が保護されることにより、

生産性向上の取組をより効果的に実施できる。 

 

④ 関連措置 

こんにゃくの需要拡大や生産コストの低減を図るために必要な機械・共同利用

施設の整備等を支援 

 

○ 改正経緯 

これまでの改正状況 こんにゃく芋の関税割当制度及び特別緊急関税制度は、平成７年度に導入され

て以降、現在まで延長されている。 

措置による効果 一定数量を超えた分については高税率を適用することにより、国産品の需要を

確保し、国内生産者を保護しつつ、需要者に対しては安価な輸入品の供給が確保で

きる。 

 


